
 該当書類 該当箇所 質問内容 回答 
1 KPI設定 

説明書 
政策目的随意契約
DB構築（随契情報
集約）/カタログ化 
【毎年度50件以上】 
 

地方自治法施行令第167条の２第１項第４
号に基づく認定事例が、主な収集する情報の対
象であると認識していますが、スタートアップの事例
に限りますでしょうか。また、本事業におけるスター
トアップの定義についてご教示ください。 
 
（上記補足）例えば、短期間で急成長を目指
すスタートアップの事例ではなく、現在道府県等
が、各地域におけるスモールビジネス型の中小企
業のプロダクト等をトライアル発注制度に基づき、
毎年度募集・選定し、公表しているカタログに含
まれるような事例も対象となるイメージでしょうか。
（登録する事例の基準について、現段階でお示
しいただけない場合、KPIの達成可能性が判断で
きないため、ご教示いただけますと幸いです。） 
 

各自治体が有する認定事例を対象とするため、
スタートアップ以外も対象とします。ただし、本事
業はスタートアップ支援を目的とするため、収集情
報をフラグで分類する等、スタートアップとそれ以
外を特定できる仕様とする必要があります。 
スタートアップの事例に限ります。 
また、スタートアップの定義については、創業後10
年未満等の定義が考えられますが、本事業での
定義については、運営事業者と都の協議により
決定する予定です。 

2 KPI設定 
説明書 

政策目的随意契約
DB構築（随契情報
集約）/カタログ化 
【毎年度50件以上】 
 

地方自治法施行令第167条の２第１項第４
号に基づく認定事例に期間が設定されている場
合、DB登録時において認定期間内の事例のみ
が収集の対象となりますでしょうか。また、認定期
間に達した事例はDBから削除する必要はありま
すでしょうか。 

認定期間内の事例のみDB登録を行います。ま
た、定期的に更新をし、期限が到来し認定外と
なった製品等は、認定期間外であることが特定で
きる仕様であれば、削除をする必要はありませ
ん。 

3 KPI設定 
説明書 

政策目的随意契約
DB構築（随契情報
集約）/カタログ化 
【毎年度50件以上】 
 

構築するDBについて、システム要件の定義があり
ましたらご教示ください。 
 
（上記補足）DBに備える機能等については、協
定に基づき事業者が実施主体となるため、事業
者の裁量に委ねるという理解で認識齟齬ございま
せんでしょうか。 
 

現段階では特段システム要件の定義はありませ
ん。今後要件を定義する際には、事業者の裁量
を尊重しつつ、都と協議の上決定していきます。 

4 KPI設定 
説明書 

政策目的随意契約
DB構築（随契情報
集約）/カタログ化 

DBへの登録の要件について教えてください。 
 
（上記補足）実際にHPに公表されている情報

参画自治体の許可を得て登録することになりま
す。また、認定製品の事業者にも、掲載の許可
を取ることを推奨します。 



【毎年度50件以上】 
 

の転記で良いのか、認定した自治体や認定を受
けたスタートアップへのヒアリング・同意、認定に要
した各自治体における書類の提出も必要なのか、
どういった内容を想定されていらっしゃるかご教示く
ださい。 

なお、DBに掲載された製品等の魅力を発信し、
より公共調達に繋がるよう充実したコンテンツとし
てください。 

5 KPI設定 
説明書 

区市町村のトライア
ル導入に係るサポート 
【上限4,000万】 

サポート費用の補助対象について制約はあります
でしょうか。 
 
 
（上記補足）トライアル導入にあたり、実態とし
て協業に係る打ち合わせや伴走支援等の工数は
必須となるため、物的支援の他、本事業の運営
事業者における人件費も含めて差支えないでしょ
うか。 

トライアル導入に当たり、スタートアップが提供する
物的支援等に係る経費に加え、運営事業者が
負担する導入に係る経費の一部（スタートアップ
が提供する物的支援等の経費の10％以内）に
ついても対象となります。 

6 KPI設定 
説明書 

区市町村のトライア
ル導入に係るサポート 
【上限4,000万】 

サポート費用の証跡について、どのようなものを想
定しているかご教示ください。 
 
（上記補足）運営事業者が購入した物的支援
に係る備品等の領収書はもとより、スタートアップ
からの請求書（ローカライズにかかる人件費や現
地出張の旅費など）も想定されますでしょうか。 
 

物的支援に係る備品等の領収書やスタートアッ
プからの請求書等が想定されます。 

7 KPI設定 
説明書 

DB登録プロダクトのう
ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

どのような状態を持って「導入」と定義されますでし
ょうか。 
 
（上記補足）特にR6年度において各自治体は
本業務の活用にかかる当初予算を確保していな
いと考えられ、またR7年度予算確保も本業務の
履行開始からの声掛けではスケジュール的に難し
い可能性が高いため、自治体が購入する形だけ
でなく、例えば次年度予算での購入に向けた実
証やトライアルであったとしても含められますでしょう
か。 

自治体（都も含む）による購入または都内区
市町村によるトライアル導入とします。 

8 KPI設定 DB登録プロダクトのう KPIは3か年度で15件ではなく、毎年度15件（計 3か年度を通じて毎年度15件以上、累計で45件



説明書 ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

45件）が必須という認識で相違ないでしょうか。 
 
上記が毎年度15件の場合、例えばR6年度は0
件、R7年度は5件、R8年度は40件等、3ヵ年度
で45件を満たすようなKPI設計をすることも可能で
しょうか。 

以上となります。ただし、令和6年度は事業期間
が短いため、3自治体以上とします。 

9 KPI設定 
説明書 

DB登録プロダクトのう
ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

・トライアル認定制度等で自治体から4号認定を
受けたスモールビジネス型の中小企業のプロダクト
を貴都や本事業参画自治体が購入する場合も
当該KPIに含まれるのでしょうか。 
 
（上記補足）スタートアップ支援事業であると認
識しておりますが、スタートアップ以外の製品の調
達実績もKPIとしてカウントできるものでしょうか。 

スタートアップのプロダクトが対象となります。中小
企業のプロダクトは含まれません。 

10 KPI設定 
説明書 

DB登録プロダクトのう
ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

同一自治体に複数のプロダクトを導入することも
差支えないでしょうか。また、同プロダクトを複数の
広域自治体に導入した際は、広域自治体に加盟
する自治体数分、KPIに計上することは可能でしょ
うか。 

同一自治体に複数の別プロダクトを導入した場
合はプロダクト毎に件数カウントします。同一プロ
ダクトを複数の自治体に導入した場合は、導入
自治体数分をカウントします。 

11 KPI設定 
説明書 

DB登録プロダクトのう
ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

毎年度15件の内訳について、制約はありますでし
ょうか。 
 
（上記補足）都各局における導入の可能性を
確認したいほか、都内各区市町村におけるトライ
アル導入はKPIとして計上可能でしょうか。 

制約はありません。都内各局での導入の他、区
市町村へのトライアル導入も件数としてカウントし
ます。 

12 KPI設定 
説明書 

DB登録プロダクトのう
ち自治体での導入件
数（原則15件/年
度） 

公募要領「2.事業概要」の事業スキーム図により
ますと、都各局での政策目的随契10件となってお
りますが、KPIの説明資料「2.KPI評価について」
（2）アウトカム評価においては、「DB登録プロダ
クトのうち自治体での導入件数(原則15件/年
度)」となっております。こちらは、「都内自治体に対
して毎年度15件」という理解で合っておりますでし
ょうか。 

KPIの説明資料「2.KPI評価について」（2）アウ
トカム評価に記載の「DB登録プロダクトのうち自
治体での導入件数(原則15件/年度)」に沿って
評価します。 

 


